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世田谷区被災建築物応急危険度判定実施要綱 

２ ８世建調第３ ４ １号  

平成２ ９年 １月 ２ ３日  

（目的） 

第１条 この要綱は、世田谷区地域防災計画に基づき、地震により多くの建築物が被災した場合

において、余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から生ずる二次被害を防止し、区民

の安全の確保を図るため、建築物の被害状況の調査、危険度の判定及び表示等を行う被災建

築物応急危険度判定（以下「判定」という。）に係る必要な事項を定めることにより、判定を迅速

かつ的確に実施することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 判定員 判定の業務に従事する者であって、東京都防災ボランティアに関する要綱（平成

７年５月１１日６総災防第２８０号。以下「東京都防災ボランティア要綱」という。）に基づき東京

都知事（以下「都知事」という。）により防災ボランティアの認定を受けた者又は道府県の知事

が定める者をいう。 

(2) 判定コーディネーター 判定に当たって、世田谷区災害対策本部条例施行規則（昭和３８年

１２月世田谷区規則第１９号）第７条に規定する災対都市整備部被災建築物調査班と判定員と

の連絡調整、判定員その他の判定の業務に従事する者に対する判定の指導等の業務に従事

する者をいう。 

(3) 地元判定員 判定員のうち区内に在住し、又は在勤する者をいう。 

(4) 建築関係団体 東京建築士会世田谷支部、一般社団法人東京都建築士事務所協会世田谷

支部、公益社団法人日本建築家協会その他の建築関係団体をいう。 

（判定実施の決定及び判定実施本部の設置） 

第３条 判定は、震度６弱以上の地震が発生した場合に実施するものとする。この場合において、

災害対策本部（世田谷区災害対策本部条例（昭和３８年７月世田谷区条例第１３号）第１条の世田

谷区災害対策本部をいう。次条において同じ。）に被災建築物応急危険度判定実施本部（以下

「判定実施本部」という。）を設置する。 

２ 判定実施本部の長（以下「判定実施本部長」という。）は、都市整備政策部建築調整課長（以下

「建築調整課長」という。）をもって充てる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、判定実施の要否は、被害の状況に応じた判定実施本部長の判断

に基づき、決定することができる。 

（実施計画） 

第４条 判定実施本部は、災害対策本部が収集した次に掲げる被災に関する情報に基づき、判定

の実施計画を策定する。 

(1) 地震の震源及び規模 

(2) 区内のライフライン、交通機関、避難所となる公共施設等の被害状況 

２ 前項の実施計画には、判定実施本部の執務場所、判定を実施する期間及び区域並びに判定に
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要する判定員の数その他必要な事項を定めるものとする。 

（判定を実施する区域） 

第５条 判定実施本部長は、被害情報等をもとに被災範囲を推定し、建築物の倒壊等被害が大き

いと予想される区域に設定する。なお、情報量の増加に伴い適宜見直しを行うこととする。た

だし、次に掲げる区域を除くものとする。 

(1) 危険物の貯蔵所、製造所、取扱所等が存する区域 

(2) 崖が崩壊するおそれのある区域 

(3) 延焼のおそれのある区域 

(4) 暴動が発生している区域 

(5) 前各号に掲げるもののほか、二次被害が発生するおそれのある区域 

２ 前項の規定による区域の設定は、情報量の増加に伴い適宜見直しを行うこととする。 

（判定の対象となる建築物） 

第６条 判定の対象となる建築物は、判定を実施する区域に存する民間の住宅（共同住宅を含む。）

であって、階数が１０階未満のものとする。 

２ 判定実施本部長は、被害状況により必要があると認めるときは、前項の住宅以外の建築物に

ついて判定を実施することができる。 

（実施の連絡） 

第７条 判定実施本部は、判定の実施を決定したときは、直ちに、都知事及び区内の建築関係団

体にその旨及び第４条第１項の実施計画の内容を連絡するものとする。 

（情報提供） 

第８条 判定実施本部長は、判定の実施を決定したときは、判定に係る次に掲げる事項について、

報道機関の協力を得て被災者等へ周知を図るものとする。 

 (1) 開始日時 

(2) 実施する期間 

(3) 実施する区域 

(4) 問い合わせ窓口となる連絡先 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるもの 

（判定員に対する参集要請） 

第９条 判定実施本部は、第４条第１項の規定により実施計画を策定したときは、地元判定員に対

して参集要請を行うものとする。 

２ 前項の参集要請は、建築関係団体に所属する地元判定員を優先して行うものとする。 

３ 参集する地元判定員は、次の各号に該当するものとする。 

 (1) 判定を実施する際に支障となる健康上の問題がないこと 

 (2) 食事、飲み物等を用意できること 

 (3) 参集場所又は判定を実施する場所への移動手段があること 

（判定コーディネーターの指名） 

第１０条 判定実施本部長は、判定実施本部と判定員との連絡調整、判定員その他の判定の業務

に従事する者に対する判定の指導等を行わせるため、東京都が作成した判定コーディネーター
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の名簿に登載されている者の中から判定コーディネーターを指名する。 

２ 前項の名簿に登載されている者の中に総合支所街づくり課に所属する職員が含まれている

場合は、当該職員を優先して判定コーディネーターに指名する。 

（都知事に対する支援の要請） 

第１１条 判定実施本部長は、地震による被害が大規模であること等により、判定員、判定コーデ

ィネーター及び判定資機材の数に不足が生ずると判断した場合は、都知事に対し、判定員又は

判定コーディネーターの派遣、判定資機材の提供等について支援を要請するものとする。 

２ 判定実施本部長は、判定員（地元判定員を除く。）又は判定コーディネーターの宿泊施設を区内

において確保することができないときは、震災時における応急危険度判定員への宿泊施設の

提供に関する協定に基づき、都知事に対し宿泊施設の提供を依頼するものとする。 

（判定の方法等） 

第１２条 判定の方法は、外部からの目視又は簡易な道具を用いる方法とし、調査項目は建築物

の沈下及び傾斜並びに構造躯体の損傷その他の被害状況とする。 

２ 判定は、各総合支所街づくり課を拠点として実施するものとする。 

（危険度の表示） 

第１３条 判定実施本部長は、判定員が判定を終結したときは、当該判定員に判定の対象とした建

築物の出入口、外壁等の見やすい位置に「調査済」、「要注意」及び「危険」の表示を施させるも

のとする。 

（都知事への通知等） 

第１４条 判定実施本部は、毎月２０日までに、前月分に係る判定の業務に従事した判定員及び判

定コーディネーターの人数、氏名、活動期間等を書面により都知事に通知するものとする。 

２ 判定実施本部は、前項の判定員及び判定コーディネーターに対する補償に関する事務を行う

都知事に協力するものとする。 

（他の自治体に対する支援） 

第１５条 区長は、都知事から他の自治体に対する支援の要請があったときは、判定員及び判定コ

ーディネーターの派遣、派遣に伴う交通、宿泊施設の確保及び判定資機材の提供に関し、都知

事との間で必要な連絡及び調整を行うものとする。 

２ 前項の要請に応じるために他の自治体に区職員を判定員又は判定コーディネーターとして派

遣する場合は、公務として扱うものとする。 

（業務マニュアル） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、判定は、東京都被災建築物応急危険度判定業務マニュア

ルの定めるところにより実施するものとする。 

（判定資機材等の備蓄） 

第１７条 区長は、平常時において、判定資機材等の備蓄を行うものとする。 

（地元判定員との連絡体制等） 

第１８条 区長は、地元判定員に対して参集要請を行うための連絡網を作成し、連絡訓練等により

地元判定員との協力体制を構築する。 

２ 前項の連絡網は、必要に応じて再編することとする。 
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（報酬および費用負担） 

第１９条 判定活動は無報酬とし、食費、交通費、宿泊費等に要する費用は自己負担とする。 

２ 判定活動中又は訓練中に、負傷若しくは死亡し、又は疾病にかかった場合は、全国被災建築物

応急危険度判定協議会が定める全国被災建築物応急危険度民間判定士等補償制度運用要領の規

定を適用し、災害補償を行う。 

（委任） 

第２０条 この要綱の施行に関し必要な事項は、判定実施本部長が別に定める。 

  附 則 

この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 


